様式1

プロポーザル説明会出席申込書
平成　　年　　月　　日　　

和歌山県知事　仁　坂　吉　伸　様
事業所所在地
商号又は名称
氏名又は代表者氏名
「和みわかやま」おもてなし事業のプロポーザル説明会への出席を申し込みます。
記

１　開催日時及び場所　　平成３１年３月６日（水） １１：００～
和歌山県庁　本館２階　相談室Ｂ
２ 出席者氏名等
（１）所属部署名
（２）出席者名
（３）電話番号
（４）FAX

（５）E-mail

様式２－１
プロポーザル参加申込書
平成　　年　　月　　日　　
「和みわかやま」おもてなし事業のプロポーザルに参加することを申し込みます。
出席者は２名以内とします。また、虚偽の内容で参加申込を行った場合は、プロポーザル参加の資格を喪失することを承諾します。
和歌山県知事　仁　坂　吉　伸　様
（提出者）事業者名
所在地
氏名又は代表者氏名　　　　　　　　　　　　　印
（担当者）担当部署名
担当者名
電話番号
FAX

E-mail

様式２－２
業　務　実　績　表
	業　　務　　名
	発　注　者
	年度
	概　　　要

	
	
	
	


＊　過去の宿泊施設を対象とした研修会等の業務について確実に履行したものを記入する。
契約の締結があった場合は、発注者を記入する。
様式２－３
誓　　約　　書
「和みわかやま」おもてなし事業のプロポーザルへの参加に関し、下記事項に相違ないことを誓約します。
記
１　次のアからキまでのいずれにも該当しない者であること。
ア　成年被後見人
イ　被保佐人であって、契約締結のために必要な同意を得ていないもの
ウ　民法の一部を改正する法律（平成１１年法律第１４９号）附則第３条第３項の規定によりなお従前の例によることとされる同法による改正前の民法（明治２９年法律第８９号）第１１条に規定する準禁治産者であって、契約締結のために必要な同意を得ていないもの
エ　民法第１７条第１項の規定による契約締結に関する同意権付与の審判を受けた被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ていないもの
オ　営業の許可を受けていない未成年者であって、契約締結のために必要な同意を得ていないもの
カ　破産者で復権を得ない者
キ　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「政令」という。）第１６７条の４第２項各号のいずれかに該当すると認められる者で、入札に参加することを停止された期間を経過しないもの又はその者を代理人、支配人その他の使用人若しくは入札代理人として使用する者
２　民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条第１項又は第２項の規定による再生手続開始の申立てをしていない者又は申立てをなされていない者であること。ただし、同法第３３条第１項の再生手続開始の決定を受けた者については、その者に係る同法第１７４条第１項の再生計画認可の決定が確定した場合にあっては、再生手続開始の申立てをしなかった者又は申立てをなされなかった者とみなす。
３　会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条第１項又は第２項の規定による更生手続開始の申立て（同法附則第２条の規定によりなお従前の例によることとされる更正事件（以下「旧更生事件」という。）に係る同法による改正前の会社更生法（昭和２７年法律第１７２号。以下「旧法」という。）第３０条第１項又は第２項の規定による更生手続開始の申立てを含む。以下「更生手続開始の申立て」という。）をしていない者又は更生手続開始の申立てをなされていない者であること。ただし、同法第４１条第１項の更生手続開始の決定（旧更正事件に係る旧法に基づく更正手続開始の決定を含む。）を受けた者については、その者に係る同法第１９９条第１項の更生計画の認可の決定（旧更正事件に係る旧法に基づく更生計画認可の決定を含む。）があった場合にあっては、更生手続開始の申立てをしなかった者又は更生手続開始の申立てをなされなかった者とみなす。
４　会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成１７年法律第８７号）第６４条の規定による改正前の商法（明治３２年法律第４８号）第３８１条第１項（会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第１０７条の規定によりなお従前の例によることとされる場合を含む。）の規定による会社の整理の開始を命ぜられていない者であること。
５　和歌山県内に本店又は支店その他の事業所を有する者にあっては、県税に係る徴収金を完納していること。
６　消費税及び地方消費税を完納していること。
７　申請日現在において、１年以上の営業経験を有していること。
８　県が行う競争入札に関する指名停止又は資格停止の措置を受けていない者であること。
９　次のアからケまでのいずれにも該当しない者であること。
ア　和歌山県暴力団排除条例（平成２３年和歌山県条例第２３号）第２条第１号に規定する暴力団、同条第３号に規定する暴力団員等若しくは同条第２号に規定する暴力団員ではないが、暴力団と関係を有しながら、その組織の威力を背景として暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第１号に規定する暴力的不法行為等を行う者（以下「暴力団等」という。）が経営している者又は暴力団等が経営に実質的に関与している者
イ　不当と認められる目的を有して暴力団等が経営又は実質的に関与している者を利用している者
ウ　暴力団等に対する資金等の供給又は便宜の供与を行っている者
エ　暴力団等と社会的に非難されるべき関係を有している者
オ　下請契約、資材等の購入契約、委託契約その他の契約に当たり、その契約の相手方が、アからエまでのいずれかに該当する者であることを知りながら、当該契約を締結している者
カ　国、地方公共団体その他の公共団体（以下、「公共機関」という。）の入札、契約その他の業務の執行に関して、法令に違反した容疑で逮捕、書類送検若しくは起訴され、刑が確定した者（その刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受けることがなくなった者を除く。）が経営している者又はその者が経営に実質的に関与している者
キ　県内の公共機関が執行する入札に関して、その職員に対して脅迫的な言動をし、若しくは暴力を用いる者が経営している者又はその者が経営に実質的に関与している者
ク　和歌山県の入札制度に関して、虚偽の風説を流布し、若しくは偽計を用いるなどして、その入札制度の信用を毀損する者が経営している者又はその者が経営に実質的に関与している者
ケ　キ又はクのいずれかに該当する者となった日から１年を経過しない者
平成　　年　　月　　日　　
和歌山県知事　様
所在地
名　称
代表者　　　　　　　　　　　　　　印
